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　（1）　東京高裁令和 1年 12 月 6 日判決
　（2）　争点整理と訴因変更における裁判所の役割
4　おわりに
1　は じ め に
現行法は訴因制度を用意し（刑訴法 256 条 3 項），かつ予備的ないし択一的













































































松尾博士の言説は，最高裁昭和 47 年 7 月 25 日決定5）から出発している。












その後注目された判例が， 福岡高裁那覇支部昭和51年 4月 5日判決であっ
た7）。この事例も， 長期に及んだ後の訴因変更の問題であった。事案は，1971
年 12月 8日に殺人罪で起訴され， 1972 年 2月 25日に第 1 回公判期日が開か
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は，最高裁昭和 58 年 2 月 24 日判決9）である。ここで，控訴審における予備
的訴因の追加について，団藤重光裁判官と谷口正孝裁判官が，限界論につい
て言及するに至ったからである。事案は，昭和 51 年 4 月に起訴されたが，





































































また同判決は， その理論において ① 権利濫用（刑訴規則 1 条 2 項），② 不
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うため」に，必要なときに開催される（刑訴法 316 条の 2 第 1 項）。このとき，
訴因は「明確にさせること」，訴因の「追加，撤回又は変更を許すこと」が






























て刑訴法 316 条の 32 の適用を否定し，刑訴法 295 条 1 項の適用可能性を示
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で新訴因の設定が客観的に不可能である場合
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， あるいは， （b） 新訴因の設定
4 4 4 4 4 4
を予期することができない事由がある場合
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判断された場合


































とができる （刑訴法 256 条 6 項）。したがって，その設定可能性について吟味す
ることが可能である。すなわち，1. 予備的訴因を請求せずに，新訴因を請





































同様に，無罪を争った。実際には，公判前整理手続は約 9 カ月の間に合計 9
回行われ，一貫して，犯人性が争点とされた。そして，第 1回公判期日から





様を変更する趣旨の訴因変更請求をし，第 1 回公判期日から約 5 カ月弱後








































































































































解の表明は，法令の適用（すなわち 6 条 2 項）について述べたものであり，本
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の不利益，③ 事案の重大性，④ 検察官側の事情を勘案するとする （同 680–83 頁）。
24）　この点で，従前の訴因変更の時間的限界論との関連から，丸橋昌太郎「判批」刑







頁（有斐閣，第 9 版，2011 年）は，「端的に公判前整理手続を経たことを根拠にし
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理，すなわち ① 公判前整理手続を没却する場合，② 権利濫用の場合を示している
ところも興味深い判決である。
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法学セミナー 761 号 122 頁（2018 年）は，「訴因変更勧告・命令義務が認められる
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53）　訴因変更について，最判平成 26・4・22 刑集 68・4・730 は，事例判断ではあるが，す
べからく対立点を争点として顕在化すること，さらには訴因を変更することについ
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悦典「公判前整理手続」刑法雑誌 57 巻 3 号 494 頁（2018 年）における高平奇恵准
教授の報告がある。本事案は，覚せい剤密輸の事件で，具体的には覚せい剤の所持
の認識が問題となった。第一審は，「〔1〕 被告人が C から本件スーツケースの運搬
を依頼されて来日し，〔2〕 その際，高額の報酬を受け取る約束になっていたことが
証拠により認められる」とした。このことについて，控訴審は，「被告人が本件渡航
に及んだ経緯は，C から現金に付いたマークを洗浄するためのセパレーション・オイ
ルという物の運搬を依頼され，同人の指示する者から託された本件スーツケースを
携えて来日し，その際，400 万ドルの報酬を受け取る約束になっていた」から，〔1〕
の「スーツケースの運搬の依頼」という点は，「セパレーション・オイルという物の
運搬を依頼されてスーツケースを託された」という，証拠に示された事実の中から
一部の事実だけを取り出して内容を再構成したものである，と指摘した。また，〔2〕
の「高額の報酬を受け取る約束」という点は，「400 万ドルの報酬を受け取る約束」
という事実における金額の点を抽象化したものであると指摘し，「そのような証拠に
示された事実の一部を再構成し又は抽象化することは，証拠に基づいて事実を認定
したものとはいえない」と指摘した。結果，「実際のところは，原審裁判官は，公判
前整理手続において，当事者の主張する事実の中から被告人の犯意を推認させると
考えた要素を抽出し，これらの事実には当事者間に争いがないと整理した上，原判
決において，その争いがないと整理した要素を，証拠調べの結果に基づいて認定す
ることなく，所与の前提事実であるかのようにして，被告人の犯意を推認したもの
と思われる」と判示した。控訴審は，覚せい剤所持の認識を否定し，無罪を言い渡
した。
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